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研究成果の概要（和文）：研究IRが着目されるようになっている。そこで、研究IRにかかわる大学のURAとURAを
管轄する部署の責任者への質問紙調査を通じて、研究IRが日本でどのように位置づけられているかの分析を行う
ことを企図した。3回の研究会と大学URAおよび研究担当副学長等への質問紙調査を実施した2017年から2018年2
月にかけて実施した。大規模大学だけでなく、研究IRは1件あたりの科研採択金額の小さい大学に改善効果を与
えたことが知見として、得られた。研究IRが、主に大規模研究大学のものとしてのみ発展してきているわけでは
なく、1件あたりの科研採択金額の小さい大学ほど改善効果があるという特徴がみられた。

研究成果の概要（英文）：In recent years, so called institutional research focused on research output
 has been widely introduced in Japanese university. Mostly, research universities are positively 
involved in these activities. The empirical research was conducted for the university executives of 
research division and URA through questionnaire surveys in order to understand the status of 
institutional research focused on research output in Japan. Survey results showed that institutional
 research focused on research output have contributed on the universities in the category which have
 smaller per amount of kakenhi. In other words, institutional research focused on research output 
function to improve research output of both large research universities and smaller non research 
universities.

研究分野： 高等教育研究
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研究成果の学術的意義や社会的意義
現在、グローバル大学を多くの大学が目指し、ランキングを上昇させる必要性という外的な要因からIRが関与す
るかもしれない新たな領域として「研究IR」が浮上しつつある。本研究では、日本における研究IRを本研究では
「掲載ジャーナルの質（質的指標）、論文数や被引用数（量的指標）の測定等を行い，機関としての研究力向上
に資する活動」と定義した上で、研究IRに携わっているURAを対象にしたウェブ調査を通じて、研究IRによる研
究成果の可視化が大学のどの層の大学に影響を与えているのかを検証した。日本の研究IRの実態、そして研究IR
を通じて、大学の研究力向上の度合いとの関連性を把握したことは社会的意義がある。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
 
研究開始当初は研究 IR を新しいソーシャルメディア等の指標開発とすることと定義し，
開発を目的としていたが，同時に，研究 IR についての関心が高まっている状況のもとで，
研究 IR の実態がほとんど日本では定義づけられていないだけでなく，不明であることが
実態であることが判明した．そういう状況のなかで，様々な指標が開発されている状態で
ある．そこで，当初は尺度開発にも重点を置き，そうした統計的な論文も研究協力者を中
心に執筆，かつ発表したが，2 年目に至る前後から研究 IR の実態を把握することが必要で
あると認識し，2 年目以降はそうした実態把握のための調査活動に重点を置くようになっ
た．そこで，最終的な研究成果としては指標開発だけでなく，研究 IR の実態を把握した
結果を以下に提示する． 
 
 
２． 研究の目的 
 
米国の大学で 1960 年代から発展したものである．日本の大学においても IR 活動の実践
への取り組みが散見されるようになっている．しかしながら，IR とは何かについては，そ
の最初の創設国である米国においても様々であり，実践活動も多様である．米国における 
IR は大学の経営支援，意思決定支援，戦略計画，教学改善とアセスメントといった領域で
は定着しているが，研究については米国の多くの研究志向の大学には研究担当の副学長の
もとに研究に関連する分野を扱う部門が置かれ，そこで研究力の向上施策や支援を行って
いる．それゆえ，IR 担当部門は教員の生産性等の分析にはかかわるが，研究の側面に IR
機能がかかわっていることはほとんどないといっても過言ではない．しかし，グローバル
大学を多くの大学が目指し，ランキングを上昇させる必要性という外的な要因から IR が
関与するかもしれない新たな領域として「研究 IR」が浮上しつつある．日本においては，
高等教育政策の流れのなかで，IR 部門の設置が国立大学法人および私立大学にも求めら
れるようになってきているが，IR そのものの定義や活動は一致していないという状況があ
った．加えて，研究 IR についての定義や活動，研究 IR 人材に関する能力・スキル要件，
専門職コミュニティの組織構造，要件についての議論も緒についていない．一方で，実態
としては,文部科学省が平成 23 年度より URA(ユニバーシティ・リサーチ・アドミニスト
レーター)整備事業として，各大学等で研究開発に知見のある人材を URA として活用・
育成する制度を整 備している．こうした文科省の支援を背景として，URA 部門を設置し，
URA を置く大学，研究機関等も増加している．URA は，大学教員の科研申請書の支援か
ら，研究プロジェクトの企画立案，機関としての研究力向上に関係する研究 IR 分析など
を行うなどの幅広い活動を行っているという背景があった．このような背景があることか
ら，研究 IR の状況について調査し，明らかにすることが必要であるとした．日本におけ
る研究 IR を本研究では，研究 IR とは「掲載ジャーナルの質（質的指標），論文数や被
引用数（量的指標）の測定等を行い，機関としての研究力向上に資する活動」と定義した
上で，研究 IR に携わっている職種である URA を対象にしたウェブ調査を通じて，研究
IR による研究成果の可視化が URA を活用している大学のどの層の大学に影響を与えて
いるのかを本研究課題の中で検証することにした． 
 
３． 研究の方法 
 
IR は機関の計画策定，政策形成，そして意思決定を支援する情報を提供するために，高
等教育機関内で行われる調査研究として認識され，黎明期にあった日本の IR は学習成果
に関連した教学 IR および国立大学を中心とした評価対応としての IR を軸に展開して
きた．先行の IR 調査結果からは，私立大学に限定すれば，私学高等教育研究所 IR 調査
(2013)や私立大学連盟 IR 調査（2017）等では比較的大規模(私立)大学の方が，積極的に 
IR 組織を設立してきたことが提示されている．一方，研究 IR データの活用は研究中心 
の大規模国立大学において進んでいると推察されるが，実際には研究 IR の推進状況や改
善の度合いはどのようになっているのか？URA 整備事業は比較的大規模な大学（研究）
に役立つ施策であったのかを検証することを目的として調査を設計し，平成 29 年 12 月
に全国の国公私立の URA を対象にメールでの連絡によるウェブ調査による実査，有効回
答数 43（回答機関数 32）．国立大学 22，公立大学 1，私立大学 8，その 他 1，回答機
関を 2017 年 10 月公表の科研費データから機関の採択件数で分類すると，250 件未満 
10 件， 250 件以上 500 件未満 19 件，500 件以上 1000 件未満 8 件，1000 件以上 6 
件であった． 
 
４． 研究成果 
 
IR 先進国米国における研究マネジメントと経営 IR や教学 IR が同じ部門ではなく，研究
マネジメント部門で行われているという分散型システムであるのに対し，日本では URA



という職種が登場しているものの，通常の IR 業務との兼任を行っているなど研究 IR も経
営 IR や教学 IR と同じ組織の意思決定に資する活動を行う部門という位置づけがなされ，
それらを総合的に IR 活動としているところに日本型 IR の特徴が見られ，同時に研究 IR
という用語が定着しつつあることも日本の動向であるといえよう．かなり，米国の IR 組
織及び活動の発展の軌跡とは異なる様相で進捗しているとも捉えられる．しかし，URA
組織を大学内で設置し，URA を置いていることそのものが，今回の調査対象校の少ない
ことが示しているように，研究 IR を進捗させようとしている大学数が多いとはいえない
ことの証左でもある．図１に示しているように，それにもかかわらず，大規模研究大学以
外の中堅大学においても，研究 IR を進捗させていこうとする姿勢が確認できたことは，
日本型研究 IR の構造であるとも見て取れる． 
研究 IR と機関の研究マネジメントへの貢献という視点で分析すると，特にこの 10 年間

というスパンで見た場合，研究 IR 全般において， 1 件あたりの科研費採択金額の小さい
大学ほど，過去 10 年で改善傾向が確認された（図 2）．このことは，どちらかというと教
学 IRが分析部門の専門性を持つ人材不足から専門性を持つ IR担当者とその部門を設置す
るだけの余裕がある大規模国立・私立大学を中心に展開してきた様相とは異なる様相を示
している可能性がある．すなわち，研究 IR が，主に，大規模研究大学のものとしてのみ
発展してきているわけではなく，むしろ，1 件あたりの科研費採択金額の小さい大学ほど
改善効果があるというところに特徴があることが知見として得られた． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1．1件当たり科研費平均と科研の採択件数の関係 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2．過去 10年の 1件当たり科研費平均と研究者個人の業績評価の関係 
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